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（単位:千円）

（２）２７年度の取組と成果

①　地域福祉計画の進行管理

　●　地域福祉計画の進捗状況調査を実施し、その結果を公表した。

　●　１１月１９日に社会福祉審議会を開催し、平成２６年度の地域福祉計画の進捗状況

　　　の検証と、今後の推進の方向性についてご意見をいただいた。

②　地域福祉市民フォーラム（第１１回）の開催

　　民生委員児童委員、福祉委員及び一般の公募委員等で構成する実行委員会形式で実施した。

　

　　・開催日　 平成２８年１月３０日(土）１３：００～１６：００

　　・場　所　 アステホール（アステ川西６階）

　　・テーマ　『福祉の制度の狭間にある人への社会支援・参加を考えよう』

　　・講　師　 牧里　毎治　氏（関西学院大学　人間福祉学部　教授）

　　・内　容　 講演及び事例発表、質疑応答

　　・参加者　 約５００人

　　・ダンス　 兵庫県立川西緑台高等学校　ダンス部出演

<細事業１> 地域福祉計画推進事業

審議会・検討会 講座・フォーラム 住民説明・情報発信（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果

細事業事業費（千円） 2,341

△ 338

参考
職員数（人） 1 1 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

職員人件費 8,761 8,673 88 地方債

国県支出金

２７年度 ２６年度 比較 財源 ２７年度 ２６年度 比較

３．コスト情報

施策 20　地域福祉活動の支援と促進を図ります

所管部・室・課 健康福祉部　福祉政策課 作成者 課長　上西　浩之

２．事業の目的

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

内

　

訳

事業費 2,341 2,767 △ 426

総 事 業 費 11,102 11,440 △ 338

事業名 地域福祉計画推進事業 決算書頁

一般財源 11,102 11,440
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川西市地域福祉計画の推進

事業コスト
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

　

自己評価（達成度）

２７年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 地域福祉市民フォーラムの実施や地域福祉計画の進捗状況

調査の公表など、地域福祉計画の推進に努めた。

また、平成２６年の改正災害対策基本法の施行に基づき、

災害時要援護者支援マニュアルを「川西市避難行動要支援者

対応マニュアル」として作成し、災害時に避難行動に支援が

必要な方々に対し、基本的な方向性を示したほか、個別支援

計画の作成にも取り組んだ。
※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対する
達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２８年度以降における具体的な方向性について

地域福祉計画については、次期改定に向けて、生

活困窮者支援やこどもの貧困対策など新たな課題に

ついても検討を行う必要がある。

避難行動要支援者の支援については、地域ごとで

取り組み状況に差異があることから、地域の実情に

応じて進めていく必要がある。

地域福祉計画については、平成29年度に改定が予定されて

いることから、アンケート調査などの準備を行っていく。

近年、熊本地震など大規模な災害が発生しており、災害時

における避難行動要支援者の支援の必要性が高まってきてい

る。福祉避難所の増設のほか、地域の実情に沿ったきめ細か

な支援体制を支援団体と協議しながら実施していく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

③　避難行動要支援者支援対策

　◎　避難行動要支援者名簿の作成管理

　　

【名簿の作成及び管理状況】 （人）

平成27年度 平成28年度 増減数

市対象者数＜※１＞ 6,326 6,455 129 ①

登録者（本人同意者）数　（③+④） 3,550 3,276 △ 274 ②

　　（うち）市対象者数 1,776 1,627 △ 149 ③

　　（うち）市対象者以外数 1,774 1,649 △ 125 ④

避難行動要支援者数　　　（①+④） 8,100 8,104 4 ⑤

市対象者登録割合（％）　（③/①） 28.1 25.2 △ 2.9 ⑥

　◎　避難行動要支援者対応マニュアルの作成

　※　発行部数　　2,000部

　◎　避難行動要支援者個別支援計画＜※２＞の策定件数　　820件

●　災害対策基本法の改正に基づき、従来の災害時要援護者支

援マニュアルを改訂し、平成27年9月に発行した。

　※　配  布  先　 民生委員児童委員　各自治会　各コミュニティ

　　　　　　　　　各自主防災会　各福祉委員会等

●　関係機関より提供された市対象者名簿と本人同意のある登録者名簿を作成し、同意の有る人については、日ごろから地域と情報共有

を行うことで、見守り体制の整備を行った。

●　年に1回、関係機関から最新の情報を提供いただき対象者名簿の更新を行っている。また、地域の意向に基づき、市内2地区で登録

用紙の全戸配布を行い、登録者の見直しを行った。

＜※２＞避難行動要支援者個別支援計画とは

災害発生時などに要支援者に対し「どのような支援が必要なのか」「ど

のようなルートで避難場所へ移動させるのか」など、避難を支援する地域

の関係者が確認を行い書き留めておくもの

＜※１＞災害時に支援を必要とする者（避難行動要支援者）

の範囲【市対象者】

①ひとり暮らし高齢者（６５歳以上）

②自力避難が困難な介護保険要介護認定４及び５の在宅高齢者

③自力避難が困難な障がい者

ⅰ身体障がい者のうち、肢体不自由者（１・２級で下肢、体幹、移

動機能に障がいのある方）、視覚障がい者（１・２級）、聴覚障

がい者（２級）、内部障がい者（１級）

ⅱ知的障がい者（Ａ判定）

ⅲ精神障がい者（１級）

④上記以外で自ら避難行動要支援者名簿への掲載を求めた者の中で、

地域の避難支援等関係者が支援の必要を認めた者

198



199



200



（単位:千円）

（２）２７年度の取組と成果

<細事業１> 災害援護資金管理事業

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果

細事業事業費（千円） 3,009

463

参考
職員数（人） 特定財源（その他） 7,749 10,575

公債費 7,260 9,729 △ 2,469 特定財源（都市計画税）

△ 2,826

再任用職員数（人）

職員人件費 地方債

国県支出金

２７年度 ２６年度 比較 財源 ２７年度 ２６年度 比較

３．コスト情報

施策 20　地域福祉活動の支援と促進を図ります

所管部・室・課 健康福祉部　福祉政策課 作成者 課長　上西　浩之

２．事業の目的

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

内

　

訳

事業費 3,009 2,903 106

総 事 業 費 10,269 12,632 △ 2,363

事業名 災害援護資金管理事業 決算書頁

一般財源 2,520 2,057
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阪神淡路大震災における災害援護資金貸付金の償還指導

事業コスト

●　阪神・淡路大震災に係る災害援護資金の未償還借受人に対し、償還指導や個別訪問を行うこと

で、償還の促進を行った。

●　国の免除要件が緩和されたことに伴い、借受人及び保証人が無資力又はこれに近い状態にある場

合において、償還猶予及び償還免除の手続を行った。

返還免除決定件数 22件

完 済 及 び 返 還 免 除 件 数 計 677件

償　還　済　元　金 1,367,124千円

完　　済　　率  83.58% ※　免除決定件数含む

償 還 継 続 件 数  133件

貸   付　元　金　 （当初） 1,573,300千円

返還免除決定元金  31,053千円

償還済及び返還免除決定金額計 1,398,178千円

償　　還　　率　  　 88.87% ※　免除決定金額含む

未　　償　　還　　額　 175,122千円

※平成27年度償還免除決定　：　12件

【返済実績】

貸　付　件　数　（当初）

【平成27年度償還実績】

償　還　終　了　件　数 8件

償　　　 還　　　額 6,460千円

平成27年度末現在

※平成27年度償還猶予件数　：　13件

810件

完　済　件　数 655件
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

　

自己評価（達成度）

２７年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 国の免除要件が緩和されたことから、国・県・関係市と調

整し、一定の基準に該当する者に対し償還猶予・免除の手続

きを進めた。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対する
達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２８年度以降における具体的な方向性について

全般的に、借受人等の高齢化や生活困窮により、1

件当たりの償還額が減少している。

免除の取り扱いについて、無資力ではないが、生

活困窮が明らかな借受人に対する取り扱いについ

て、関係市等と継続的な協議や国への要望を行って

いく。

国・県・関係市の今後の動きを注視しながら、償還猶予・

免除の手続きを適正に行っていく。

償還猶予・免除の対象とならない借受人及び保証人につい

ては、引き続き償還指導を行っていく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

償還額

免除額

（千円）

6,068

－

23年度
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7,816

2,786

9,009

－
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17,299
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（単位:千円）

（２）２７年度の取組と成果

　各種サービスを実施して、高齢者の在宅生活を支援することができた。

＜主に要援護・要介護高齢者等を支援する事業＞

　　　〇緊急通報装置貸与事業設置状況

・65歳以上の一人暮らし高齢者などが、急病などの

緊急時にすぐ通報できるよう非常用ペンダントと

専用装置を貸与した。

・従来は利用できなかったＮＴＴアナログ回線以外

についても、承諾書の提出により利用可能としたため

新規申請者は増加したものの、平成27年度からの利用

料金変更に伴い廃止も増加しているため設置数は微減

となっている。

　　〇日常生活用具の給付・貸与利用状況

・満65歳以上の一人暮らしの者であって、介護保険で要介護の

認定を受け、かつ、生活保護受給者又は老齢福祉年金受給者

である者を対象に、日常生活用具を給付又は貸与した。

　

　　〇寝たきり高齢者等訪問理容サービス利用状況

・在宅で寝たきり状態にあり、日常生活において

常時介護を必要とする状態にある65歳以上の者

などを対象に年4回訪問理容サービスを実施した。

<細事業１> 在宅高齢者支援事業

講座・フォーラム 団体等との共催・連携（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果

細事業事業費（千円） 75,461

15,122

参考
職員数（人） 2 1 1 特定財源（その他） 993

公債費 10,383 10,382 1 特定財源（都市計画税）

△ 993

再任用職員数（人） 1 △ 1

398

職員人件費 17,522 12,606 4,916 地方債

国県支出金 11,189 10,791

健康福祉部　長寿・介護保険課 作成者 課長　山本　敏行

２．事業の目的

２７年度 ２６年度 比較 財源 ２７年度

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

内

　

訳

事業費 75,461 65,851 9,610

事業名 在宅高齢者支援事業 決算書頁

一般財源 92,177 77,055
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高齢者の在宅生活を支援する

事業コスト

総 事 業 費 103,366 88,839 14,527

２６年度 比較

３．コスト情報

施策 21　高齢者に必要なサービスを提供するとともに、要介護状態を予防・改善します

所管部・室・課

（単位：件）

H25 H26 H27

1 1 3

1 0 0

1 0 0

2 0 1

電磁調理器

自動消火器

老人用電話

火災警報器

（単位：人）

H25 H26 H27

9 9 8

33 31 29

実利用人数

延べ利用人数

（単位：台）

Ｈ25 Ｈ26 Ｈ27

65 51 96

554 497 494

新規申請台数

年度末設置数
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

想定以上の成果を達成できた。

おおむね達成できた。

　 少し達成できた。

現状のままに留まった。

　　〇外出支援サービス利用状況

・4月1日時点で、要介護3・4・5の認定を

受けている在宅の65歳以上の高齢者に、

タクシー基本料金の助成券を年24枚給付。

・サービス回数や実利用人数はほぼ横ばいに

推移しており、対象者の外出手段として有効に活用されている。

　　〇他に、救急医療情報キット配布事業を実施している。

＜その他の高齢者の在宅生活を支援する事業＞

　　〇住宅改造費助成事業実施状況

※一般型：住宅を高齢者向きに改造する場合に、

一定の助成が受けられる制度。

※特別型：介護保険住宅改修費の支給と合わせて、

助成率に応じた助成が受けられる制度。

※共同住宅共用型：共同住宅を高齢者向きに改造

する場合に、一定の助成が受けられる制度。

・浴室の段差解消、便所の手すりの取り付けなどの

改造費を助成した。

　

　　〇短期入所措置

・認知症により在宅生活が困難な人や、家族などからの

虐待により、養護老人ホーム満寿荘へ短期入所した。

　　〇他に、市立デイサービスセンターの管理運営事業を実施している

自己評価（達成度）

２７年度の事業の達成状況

各種のサービスを実施することにより、在宅高齢者の生活

を支援することができた。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対する
達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２８年度以降における具体的な方向性について

高齢化が進展する中、対象となる人が必要な事業

を利用できるように、周知していく。

高齢化が進展する中で、高齢者が住みなれた地域で、その

人らしい生活を継続できるよう事業を進めていく。

短期入所措置では、高齢者虐待や認知症など多様な背景を

持つ高齢者が増加しており、今後も必要な人に対して、一時

的な緊急避難先として利用できるようにしていく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

（単位：件）

H25 H26 H27

105 56 53

76 48 62

0 1 0

1 1 1

一般型

特別型

増改築型

共同住宅共用型

H25 H26 H27

5 3 10

57 17 168

延べ利用人数

延べ利用日数

（単位：人、日）

H25 H26 H27

1,024 1,045 1,060

90 87 91

（単位：回、人）

サービス回数

実利用者数
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（単位:千円）

（２）２７年度の取組と成果

市民税非課税世帯に属する者で、次のすべての要件を満たす者に対し、利用者負担額等の軽減を行った。

【要件】

（１）世帯の年間収入金額が単身世帯で１５０万円以下であること（世帯加算あり）

（２）世帯の預貯金等の額が単身世帯で３５０万円以下であること（世帯加算あり）

（３）世帯が居住する家屋や日常生活のために必要な資産以外に利用しうる資産を所有していないこと

（４）負担能力のある親族等に扶養されていないこと

（５）介護保険料を滞納していないこと

【軽減の対象サービス】

（１）訪問介護（ホームヘルプサービス）

（２）通所介護（デイサービス）

（３）短期入所生活介護（ショートステイ）

（４）介護老人福祉施設（特別養護老人ホーム）

（５）地域密着型サービス（川西市内では認知症対応型通所介護・小規模多機能型居宅介護）

川西市内で軽減措置が適用される社会福祉法人は７法人

社会福祉法人が提供するサービスの利用者負担額と食費・居住費の２５％を軽減する。

※利用者負担第１段階の老齢福祉年金受給者の軽減率は５０％、生活保護受給者については、個室に係る利用料の

み全額免除する。

<細事業１> 社会福祉法人利用者負担軽減事業

（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果

細事業事業費（千円） 242

△ 78

参考
職員数（人） 特定財源（その他）

公債費 特定財源（都市計画税）

再任用職員数（人）

△ 232

職員人件費 地方債

国県支出金 181 413

２７年度 ２６年度 比較 財源 ２７年度 ２６年度 比較

３．コスト情報

施策 21　高齢者に必要なサービスを提供するとともに、要介護状態を予防・改善します

所管部・室・課 健康福祉部　長寿・介護保険課 作成者 課長　山本　敏行

２．事業の目的

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

内

　

訳

事業費 242 552 △ 310

総 事 業 費 242 552 △ 310

事業名 介護保険低所得者対策事業 決算書頁

一般財源 61 139

172

視点・政策 02　安全安心　・　03　安らぐ

低所得者の介護保険サービス利用料を軽減することにより、低所得者の生活の安定と介護保険制度の円滑な実施に資する

事業コスト
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５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

　

　事業実施状況

　全ての社会福祉法人が対象だが、補助の対象については、社会福祉法人が利用者負担を軽減した総額のうち、当

該法人の本来受領すべき利用者負担収入に対して

　①1％を超えた部分の1/2、

　②10％を超えた部分の全額

　についての補助である。

　

　Ｈ２７年度の介護保険制度改正により負担限度額の要件が変更となったため、利用者数など減少している。

自己評価（達成度）

２７年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 市と各法人の連携の強化に努め、国の補助基準に基づき実

施したことで、事業の目的を達成できた。

※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対する
達成度合いで評価しています。

課題と改善について ２８年度以降における具体的な方向性について

この事業では、助成費用の一部を社会福祉法人が

負担する仕組みとなり、事業実施には事業所の協力

が必要である。引き続き、事業所に協力要請すると

ともに制度の周知にも努めていく。

当該措置については、社会福祉法人が実施主体となり実施

することから、将来に向けた事業の継続に関しては、市と各

法人の連携が重要な要素となる。

今まで通り市と各法人の連携の強化に努め、今後とも、国

の補助基準に基づき実施していく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

所在地 補助額（円）

川西市 11,995

川西市 30,082

宝塚市 176,763

池田市 23,315

242,155

正心会（ハピネス川西）

合計

法人名（　）内は施設名称

のぞみ（古江台ホール）

ＪＡ兵庫六甲福祉会（オアシス大和）

聖隷福祉事業団（花屋敷栄光園）

下記の4社会福祉法人が実施した介護サービスの利用者負担軽減に対し、

市が補助を行った。下記の４社会福祉法人が実施した介護サービスの利用者負担軽減に対し、市が補助を行った。 

H23 H24 H25 H26 H27

51 57 58 43 38

61 46 53 35 34

5 4 4 4 4

2,672 3,752 3,764 3,386 2,900

278 272 375 552 242

軽減額（千円）

補助額（千円）

減額認定証発行者数

利用者数

補助対象法人
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（単位:千円）

（２）２７年度の取組と成果

（２）２７年度の取組と成果

（２）２７年度の取組と成果

<細事業１> 老人福祉センター管理運営事業

団体等への委託（１）参画と協働の主な手法（実績）

４．事業目的達成のための手段と成果

細事業事業費（千円） 56,680

参考
職員数（人） 1 2 △ 1 特定財源（その他） 7,439 7,395

公債費 特定財源（都市計画税）

44

再任用職員数（人） 1 1

△ 1,691

△ 290

職員人件費 12,722 17,346 △ 4,624 地方債

国県支出金 4,784 5,074

２７年度 ２６年度 比較 財源 ２７年度 ２６年度 比較

３．コスト情報

施策 22　高齢者の生きがいづくりや社会参加を促進します

所管部・室・課 健康福祉部　長寿・介護保険課 作成者 課長　山本　敏行

２．事業の目的

事業別行政サービス成果表
１．事業名等

内

　

訳

事業費 195,253 192,566 2,687

総 事 業 費 207,975 209,912 △ 1,937

事業名 高齢者生きがいづくり推進事業 決算書頁

一般財源 195,752 197,443

170

視点・政策 02　安全安心　・　03　安らぐ

高齢者の生きがいづくりを支援する

事業コスト

高齢者の心身の健康の増進を図るため、高齢者の福祉施設として、

老人福祉センター３か所(一の鳥居、緑台、久代)及び

老人憩いの家２か所(鶴寿会館、多田東会館)を設置。

各施設にAEDを設置した。

高齢者の社会参加を支援するためシルバー人材センターに

運営助成を行った。

①高齢者ふれあい入浴事業・・・対象者：川西市に在住

する６０歳以上で入浴介助の必要のない人

②老人貸し農園事業・・・対象者：６５歳以上の川西

市民の方。(農園は２７区画で応募多数の場合は抽選)

<細事業２> シルバー人材センター支援事業

（１）参画と協働の主な手法（実績）

<細事業３> 高齢者ふれあい事業

細事業事業費（千円） 42,256

細事業事業費（千円） 7,198

（１）参画と協働の主な手法（実績）

老人福祉センター、老人憩いの家利用状況（延利用者数）

H25 H26 H27

老人福祉センター（人） 74,954 75,756 74,751

12,785 12,212 12,284老人憩いの家（人）

ふれあい入浴実施状況

H25 H26 H27

3（2） 2 2

52 52 52

14,075 11,334 10,835

※加茂温泉はH26年1月17日で廃業

※H26新町温泉は実施回数51回。

実施浴場数

実施回数（回）

利用延人数（人）

シルバー人材センター運営状況（年度末時点）

H25 H26 H27

1,363 1,371 1,387

99,747 104,797 105,585

377,744 411,364 408,364

会員数（人）

就労延人員（人）

事業収入（千円）

221



（２）２７年度の取組と成果

（２）２７年度の取組と成果

（２）２７年度の取組と成果

５．担当部長による自己評価及び今後の方向性等

　

細事業事業費（千円）

課題と改善について ２８年度以降における具体的な方向性について

老人福祉センターの利用者数が減少しているた

め、利用者数の増加につながる手立て、または事業

のあり方を考えていく必要がある。

高齢者おでかけ促進事業は事業の見直しを行い、平成28年

度に助成額を3,000円から2,000円に減額、平成29年度には

廃止とし、段階的に市民の健康を増進する様々な事業に組み

換えていくこととする。

老人クラブ加入促進のために、今後も老人クラブと連携し

ながら会員数の増加につなげていく。

※「課題と改善」は、「妥当性」、「効率性」、「有効性」及び「参画と
協働」の視点を全て考慮したうえで、事業の質や効率性を高める方向で記
述しています。

おおむね達成できた。

少し達成できた。

現状のままに留まった。

細事業事業費（千円） 7,782

細事業事業費（千円）

２７年度の事業の達成状況

想定以上の成果を達成できた。 平成26年度ダイヤモンド婚・金婚夫婦祝福式典において抽

選に外れて参加できなかった人がいたことを考慮し、平成27

年度は内容を見直し、申し込みがあれば参加可能としたた

め、希望者全員が参加することができた。

老人クラブでは、会員数増加のための広報に努めたことに

より、クラブ数や会員数が増加した。
※「自己評価（達成度）」は、数値や具体的な行政サービスの向上、建設
事業等の進捗状況を踏まえ、各種計画や予算で想定していた成果に対する
達成度合いで評価しています。

<細事業４> 高齢者おでかけ促進事業

（１）参画と協働の主な手法（実績）

老人クラブ支援事業

（１）参画と協働の主な手法（実績） 団体等への補助

ダイヤモンド婚・金婚夫婦祝福式典を開催した。最高齢者と１００歳到達の高齢者に祝福報償を行った。

<細事業６> 高齢者祝福事業

（１）参画と協働の主な手法（実績）

563

①対象者に、年3,000円分の交通費助成を行った。

②みつなか名画シアターに、各日50人、2日合計100人

を招待した。

高齢者の生きがいづくりや奉仕活動を通じ、

明るい長寿社会づくりに貢献している老人

クラブに対し、育成補助を行った。

自己評価（達成度）

80,774

<細事業５>

老人クラブの状況（4月1日時点）

H25 H26 H27

76 74 75

4,889 4,849 4,921

クラブ数

会員数（人）

ダイヤモンド婚・金婚夫婦祝福式典参加夫婦数

H25 H26 H27

11 22 9

79 76 59

90 98 68

ダイヤモンド婚式（組）

金婚式（組）

計

高齢者祝福報償金受給者数

H25 H26 H27

31 34 33

1（106歳） 1（107歳） 1（108歳）

100歳到達者祝福報奨金（人）

最高齢者祝福報償金（人）

高齢者おでかけ促進事業実施状況

H25 H26 H27

28,803 30,178 31,287

66,819 70,616 72,972

対象者数（人）

利用金額（千円）
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